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０．はじめに 

「令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金」（以下「補助金」という）に係

る事務処理要領は、補助事業者の補助金の事務処理を円滑に実施することを目的としていま

す。 

補助事業者は、補助事業にかかる費用の発生に当たっては、価格の妥当性及び適切な経理処

理などについて、第三者に対し合理的に説明・立証する必要があります。 

したがって、経理担当者と事業従事者間の連絡を密にし、その取扱いに注意しつつ、補助事業

にかかる証憑書類を整理・保管するとともに、資金支出額を明確にして下さい。 

事業遂行中に発生する諸問題、特に沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金交付申請書

（様式第1）、別紙１及び別紙２に記載した事項を変更しなければならない場合には、必ず事前

に公益財団法人 沖縄県産業振興公社（以下「事務局」という）担当者と連絡を取り、相談のう

え、所要の手続きを取るようにして下さい。 

なお、本事務処理要領に定めのない事項等については、補助事業者と事務局が協議のうえ決

定するものとし、協議の整わない場合は、事務局の意見に従うものとします。 
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１． 補助事業を進めるに当たって 

 

1－1 補助金制度の基本事項 

補助金の交付を受ける補助事業者は、誠意をもって補助事業を遂行してください。 

事務局は補助金が効果的に活用されるよう、必要な条件及び制限等を規程し、指導監督を行い

ます。 

補助金の交付に際しては、補助金の交付申請や決定方法について一般的事項を定めた「沖縄

物流デジタル技術活用推進事業費補助金交付規程（以下「規程」という）」及び「沖縄物流デ

ジタル技術活用推進事業公募要領（以下「要領」という）」、本事業が国費の補助を受けてい

ることから、国費補助金について基本的事項を定めた「補助金等にかかる予算の執行の適正化

に関する法律（以下「適正化法」という）」等の適用も受けることとされており、概ね以下の

ような制約を受けることとなります。 

① 事業遂行の責任 

② 補助金の使途の制限 

③ 証憑書類の整理・保管 

④ 事業計画変更の制限 

⑤ 事業の中止（廃止）の制限 

⑥ 各種報告書の提出 

⑦ 実施結果の事業化 

 

1－2 交付決定の取消し等 

補助事業者から補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合、又は次に掲げる場合に

は、交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更することがあります。 

補助金は税金を財源としていますので、有効かつ適正な使用を求めています。 

このため、申請・報告等が義務付けられており、特に以下の事項について違反した補助事業者

に対しては、要領及び交付決定通知の条件に基づき交付の決定を取り消し、既に交付した補助

金の返還を命じることがあります。 

① 補助事業以外の経費の支払いに補助金を使用した場合 

② 交付決定の内容又は交付条件に対する違反 

③ 法令又は規程及び要領に対する違反 

④ 補助事業に関する不正、怠慢その他不適当な行為 

⑤ 補助事業の遂行能力の喪失、及び遂行能力が喪失したと判断された場合 

⑥ 定められた必要な報告をせず、若しくは虚偽の報告をした場合 

⑦ 交付決定後生じた状況の変化により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合 
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２． 補助対象経費 基本事項 

 

2－1 補助対象経費について 

（１） 補助事業の実施に要した経費のうち、補助対象経費の区分ごとに配分された税抜の費

用に３分の２を乗じて得た額とします。 

また、補助金交付決定額は2,000 万円を上限とします。 

（２） 補助期間中の補助事業を行うにあたって発生した経費の支払方法については、第三者

に対し合理的に説明・立証する必要があるため、銀行振込または法人用クレジットカ

ード１回払いのみとし、支払い元は必ず補助事業者名義として下さい。 

その際の銀行振込時の振込手数料は補助対象となりません。 

また、銀行振込・法人用クレジットカード（個人事業主の場合は代表者名義のカー

ド）以外の方法での支払いは認められません。 

 

2－2 補助金の使用について 

（１） 補助金は「1.補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額」 

（様式第1 別紙2）に記載されている経費の内訳に従って使用しなければなりません。 

（２） 区分をまたぎ経費の配分を変更しようとするときは、予め「令和５年度沖縄物流デジタ

ル技術活用推進事業費補助金計画変更等承認申請書」（様式第３）の提出が必要となる

ことがあります。 

事務局担当者と連絡をとり相談のうえ、事前の許可を得て下さい。 

但し、申請時に計上していない経費には変更ができませんのでご注意下さい。 

 

例：物品費のみを計上して申請 → どの区分にも経費変更不可 

物品費と消耗品費を申請した場合 → 物品費と消耗品費で区分をまたぐ変更はでき 

ますが、運送費と委託・外注費のように申請時に計上していない区分には変更がで 

きませんのでご注意下さい。 

 

2－3 経理事務処理について 

（１） 補助金の額を算定するに当たっての計算対象となる費目は規程の「別表」のとおりで

す。 

（２） 海外企業への外注等による外貨の支払の円換算については、当該外貨使用時点の為替

レートで経費計算をして下さい（両替時の為替レート適用ではありません）。 

為替レートについては、三菱UFJ 銀行等の公示相場を参考にし、適用した為替レート

が掲載されているWeb サイトの写しを証憑として提出して下さい。 

また、当該外貨使用の際の為替レートが申請時より高くなっていた場合、申請時の額

が上限となります。 

反対に申請時より為替レートが下がっていた場合については、その時点での額が補助

額となります。 

 

2－4 経理処理上の一般的注意事項について 

（１） 補助金は、補助事業以外に使用しないで下さい。 

（２） 補助事業の経費については、全ての証憑書類を備え、他の経理と明確に区分し、常に

その収支の状況を明らかにして下さい。 

（３） 証憑書類には、経費の内訳の費目及び細目ごとにその発注、納品、代金決済の各年月

日、品名又は件名、数量、単価、金額等を記入して下さい。 

（４） 補助金の経費で１社への発注額が税抜き１０万円以上の発注をする場合は、相見積を1 
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社以上取得して下さい。 

ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難若しくは不適当である場

合は、随意契約によることができます。 

その際は、選定理由書を作成のうえ、事務局担当者にご相談下さい。 

（５） その他 

①  証憑書類を補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の

翌年度から5 年間、内閣府沖縄総合事務局または事務局の要求があったときは、いつ

でも閲覧に供せるよう保存して下さい。 

②  補助事業の実施に当たり軽微な変更がある場合は、その内容を整理して事務局担当者

にご相談下さい。 

③  各種記録等（設置した物品の前後写真等）は、実績報告書に記載できるよう整理、保

管して下さい。 

④  確定検査の結果、実績報告書等が当初申請した内容と著しく違うと判断された場合

は、補助対象外経費となる場合があります。 
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３． 補助対象経費と経費処理について 

 

3－1 経費全般 

（１） 補助対象経費は、 

① 物品費 

マテリアルハンドリング機器、サーバー機器、カメラ機器やAI を活用したロボッ

ト、受発注や配送車両管理を行うシステム、その他デジタル化に資するソフトウェ

ア等、補助事業の実施に必要なソリューション・機器の購入に要する経費 

② 運送費 

補助事業の実施に必要なソリューション・機器等の導入時にかかる輸送費等に要す

る経費 

③ 消耗品費 

補助事業の実施に必要な物品であって物品費に属さないもの（部品や梱包資材等）

に要する経費 

④ 使用料 

補助事業に係る設備導入に必要なサブスクリプション、クラウド等の使用に関する

経費（※） 

（※）補助事業申請前に２種類以上のサブスクリプション・クラウド等の導入比較

検討を行い、選定理由を明確にした上で、長期利用計画を添付したものが対象で

す。また、補助対象期間後の使用料を前払いとして補助対象経費に計上することは

認められません 。 

⑤ 謝金 

補助事業実施に当たり、コンサルタント等から指導を受けた際の謝金に要する経費

（※） 

（※）基本的には事務局が紹介するコンサルタントを利用すること（申請企業側に

費用は発生しません）。 

採択プロジェクトの計画策定の際に申請企業がコンサルタントを利用しており、導

入時においても同コンサルタント等、申請企業が指定するコンサルタントにサポー

トを要望する場合に限り、当該経費の計上を認める。 

⑥ 委託・外注費 

補助事業の実施に必要なソリューション・機器の開発等、補助事業者が直接実施す

ることができないものについて、他の事業者に委託・外注するために要する経費 

となっております。 

（２） 補助対象経費は交付決定日から補助期間終了時までに発生し、支払いを完了した経費

に限ります。 

① 補助金交付決定日以前に発注した経費は認められません。 

但し、仕様書、見積書の日付は、交付決定日以前でも構いません。 

② クレジットカードでの支払日は、カード会社からの引き落とし日とします。 

そのため、補助期間内に支払を行った場合でも、引き落とし日が補助対象期間外の

場合は補助対象外とします。 

例）２月にカード決済したが、同社からの引き落とし日は３月だった。 

→補助対象外 

※ 事務局による確認の結果、疑義が生じた場合には、必要に応じて検査等を行う場合 

があります。 

（３） 子会社やグループ会社などの関連会社、自社から調達を行う場合、利益相当分は認め

られません。 
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（４） 補助事業にかかる経費と補助事業以外の事業にかかる経費が明確に区分されていない 

場合、又は明確に区分することが困難である場合には、その区分されていない部分に

ついては、補助対象経費として認められません。 

（５） 金額、単価、時間など実際に支出した経費を算出するとき、小数点以下の端数処理に

ついては、切捨により補助対象金額とします。 

外国企業への外注等における外貨の円換算についても、１円未満の端数を切捨扱いと

します。 

（６） 消費税及び地方消費税相当分は、補助対象費用に含まれません。 
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４． 補助金の支払いについて 

 

4－1 補助金の支払い時期について 

補助金は、交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとします（精算払い）。 

補助事業者は、補助金の精算払いを受けようとするときは、手続きについて事務局担当者に確

認のうえ、「令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金精算払請求書（様式第

７）」を事務局に提出して下さい。 

 

4－2 支払済の証拠について 

銀行振込受領書や口座の通帳の写し等を支払済の証拠とします。 

クレジットカード支払いの場合にはカード利用明細書も必要とします。 

振込明細書等の支払が確認できる原本には「沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金」と

記入し、補助金を受けた旨を明らかにして下さい。 

省略して記入する場合は、「物デジ補助金」と記入して下さい。 

 

4－3 補助金の支払いに関する検査 

補助金の支払いに当たっては、下記のフローのように２回検査を実施します。 

  

 

（１） 中間検査 

補助事業の実施に要した経費の支出状況について、補助期間中に行う検査です。 

補助事業の遂行状況、経理処理状況及び資産管理状況、銀行振込受領書など支払額が

確認できる書類の整備状況を検査します。 

（２） 確定検査 

補助事業の完了にかかる「令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金実

績報告書（様式第６）」を受理した場合に行う検査です。 

実績報告書に基づき、補助事業の遂行状況及び経理処理状況を検査します。 

この検査で補助金の額を確定します。 

また、実績報告書の他に証憑書類一式の正本１部、コピー1部を用意し、提出して下さ

い。 

 

4－4 経費支出等に関する証憑書類の関係 

支出内容を証明する書類として、補助事業者の経理処理において通常使用している、発注、

納品、請求、支払を確認できる書類を用意して下さい。 

検査時に確認します。 

 

 

 

 

 

 

交付
決定

事業
開始

中間
検査

実績
報告

確定
検査

額の
確定
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各提出書類 

No 提出書類 備考 

① 見積書、相見積書 
１社に対する発注額が税抜き１０万円を超える

場合は相見積が必要です。 

② 料金表、仕様書 
補助事業者が提供を受けるサービスの内容と料

金を確認します 

③ 発注書  

④ 注文請書または契約書等 
税抜き100 万円未満は注文請書、100 万円以上

は契約書が必要です。 

⑤ 納品書、完了報告書  

⑥ 請求書  

⑦ 
銀行振込受領書、クレジットカード

利用明細書および通帳の写し 
 

⑧ 
沖縄物流デジタル技術活用推進事業

費補助金実績報告書(様式第６) 
 

 

4－5 証憑書類の社内チェック体制の整備 

本補助事業の経理担当者は、補助事業にかかる記録等を適切に行うとともに、経理の額の確

定に当たっては関係書類との整合性にかかるチェックを適切に行って下さい。 

また、本補助事業の統括者は、その監督を行って下さい。 

 

4－6 証憑書類の整理（ファイリング） 

ファイリングする場合は、ドッチファイル若しくはフラットファイルを活用下さい。 

ファイルの表紙面と側面には「令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金」と

「事業者名」をテプラや紙帯で作成し剥がれないよう貼って下さい。 

（１）見積書等の証憑書類は、委託先毎に時系列的に古い順に上から下にＡ４版に綴って整理

して下さい。 

（２）補助事業の経理は、会社本体の経理と区分し、明確に証憑書類を残して下さい。 

また、やむを得ず補助事業と自社事業の一括支払いを行う場合は、その内容を区分でき 

るように両方の証憑書類を整理して下さい。 

（３）各書類に関して補助期間終了後５年間は保存義務がありますので、それぞれ整理、保管

して下さい。 

※補助期間終了後５年間は、国の監査及び検査の対象期間になります。 
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【参考：書類のファイリング方法】 

●物品・消耗品費 

 

 

●委託費・運送費 
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【参考：実施体制資料の記載例】 

実施体制資料については、原則、整理表で提示していただくとともに、実施体制図も併せて 

示して下さい。 

実施体制と契約先の事業者名、補助事業者との契約関係、住所、契約金額、契約内容及び契 

約を必要とする理由が判る資料であれば様式は問いません。 
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【参考：帳票サンプル】 

事務局からファイルをお送りします。 

 

 

【参考：証憑書類がA4 より小さい場合】 

納品書、請求書、明細書等、用紙がＡ４より小さい場合は、下図を参考にＡ４用紙に貼付けて 

下さい。 

  

 

4－7 その他注意事項 

証憑書類によって補助事業に要した経費が確認できない場合は、補助金交付決定がなされて 

いても補助金の支払いができませんので注意して下さい。 

年度途中であっても、本要領が改正される場合があります。 

その場合は事務局の指示に従って下さい。 

 

 

以上 

 

※ 問い合わせ先 

 

 公益財団法人 沖縄県産業振興公社 

 〒901-0152 沖縄県那覇市小禄 1831-1 沖縄産業支援センター401 

 沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金事務局 

 Mail：logidigi@okinawa-ric.or.jp 
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（参考１）補助事業の確定検査における証憑書類のチェック項目 

確定検査時には、事務局担当者にて全ての信憑書類に目を通す必要があります。 

円滑な検査を行うため、以下のチェック項目に従い、書類を取り揃えていただくようご協力を

お願い致します。 

 

（１）補助事業に関する書類について 

□ 証憑書類は揃っているか（領収書等はＡ４版より小さい場合には、Ａ４版用紙に貼りつけ 

る）。 

□ 時系列順（日付が古いほうが上）に並べられているか。 

□ 成果物は揃っているか（構築したサイト等の写真又は画像データ、専門家の報告書等）。 

 

（２）補助事業に関する証憑書類について 

□ 証憑書類（見積書または料金表、（相見積書）、（仕様書）、発注書、契約書または注文 

請書、納品書または完了報告書、請求書、振込受領書、カード利用明細書、通帳のコピ 

ー）は全て揃っているか。 

□ 証憑書類の日付は正しいか。 

□ 補助金交付決定日以降、補助期間終了日までとなっているか。 

□ 実績報告書と一致しているか。 

□ 各書類の時系列に矛盾はないか。 

□ 証憑書類の金額は正しいか（実績報告書と一致しているか）。 

□ 見積書は複数から取っているか（１社に対する発注額が税抜１０万円を超える場合）。 
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（参考２）補助金交付規程に基づく様式一覧  

 ※タイトルの「令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金」の部分は省略 

様式番号 様式名 提出時期 
データ形

式 

様式第１ 交付申請書 交付申請時 Word 

様式第２ 交付決定通知書   Word 

様式第３ 
計画変更等承認

申請書 

補助事業の内容を変

更、中止、廃止する

場合 

Word 

様式第４ 事故報告書 

補助期間内に事業を

完了できない場合や

遂行が困難となった

場合 

Word 

様式第５ 状況報告書 

補助事業の遂行及び

収支の状況について

事務局の報告の要求

があったとき 

Word 

様式第６ 実績報告書 

補助事業が完了した

日から起算して 30

日を経過した日、ま

たは 2024 年 3 月 8

日のいずれか早い日 

Word 

様式第７ 精算払請求書 

確定検査を実施し、

補助金の額が確定し

た後 

Word 

様式第８ 

消費税額及び地

方消費税額の額

の確定に伴う報

告書 

補助金の確定後、消

費税及び地方消費税

申告により交付金に

係る消費税等仕入控

除税額が確定したと

き 

Word 

様式第９ 
取得財産等管理

台帳 

補助事業に基づく産

業財産権を取得した

場合、又は譲渡、若

しくは実施権を取得

したとき 

Word 

様式第 10 
取得財産等管理

明細表 

補助事業に基づく産

業財産権を取得した

場合、又は譲渡、若

しくは実施権を取得

したとき 

Word 
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様式(補)

第１ 

交付申請取下げ

届出書 

交付決定の内容又は

これに付された条件

に不服がある場合、

交付決定通知を受け

た日から起算して

10 日以内 

Word 

様式(補) 

第２ 

計画変更等承認

結果通知書 
  Word 

様式(補)

第３ 
承継承認申請書 

補助期間内に事業の

地位を承継する場合 
Word 

様式(補)

第４ 
額確定通知書   Word 

様式(補)

第５ 

返還報告書 

（取消しに係わ

るもの） 

補助金の返還を行う

場合 
Word 

様式(補)

第６ 

財産処分承認 

申請書 

補助事業に基づく取

得財産等を処分する

場合 

Word 

様式(補)

第７ 

事業実施状況 

報告書 

補助事業の成果に基

づく産業財産権の譲

渡又は実施権の設定

等により収益があっ

たとき 

Word 
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（参考３）事業実施中の注意事項 

補助事業実施中に、当初予定していた事業の取り止めや変更などが必要となった場合、又

は、当初予定どおりに事業が進行していない場合等は、規程に記載のとおり、所定の手続きが

必要となります。 

補助事業者は、規程、実施要領、本事務処理要領を熟読した上で、不明な点がある場合に事

務局担当者と密に連絡を取り合い、事業を実施して下さい。 

 

【特にご注意いただきたい事項】 

・補助事業者は、事業の遂行状況について内閣府総合事務局・事務局担当者より報告を求め 

られる場合があります。 

・事業内容の大幅な変更、経費の区分間において交付規程等で定める一定率（いずれか低い 

額の１０％以内等）を超過した配分額の変更、又は事業の全部若しくは一部を中止又は廃 

止をする場合、予め令和５年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業費補助金計画変更等承 

認申請書（様式第３）を事務局に提出し、承認を得た上で実行する必要があります。 

・事業が予定期間内に終了しないことが見込まれる場合には、あらかじめ令和５年度沖縄物 

流デジタル技術活用推進事業費補助金事故報告書（様式第４）を内閣府総合事務局・事務 

局に対して提出し、指示を受ける必要があります。 

※事務局の承認無しに経費の支払いを実行した場合、その経費は補助対象として認められ 

ない可能性がありますので、十分に注意して下さい。 


